
• 本日は、高島株式会社2023年3月期 第2四半期決算 説明会にご参加
いただきまして、誠にありがとうございます。

取締役 常務執行役員、経営管理本部長の鈴木でございます。
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• 資料の目次をご覧ください。

• まず初めに、私から、2023年3月期 第2四半期決算の概要、連結業績
予想、株主還元策について説明いたします。

• その後、社長の高島より、直近に開示いたしましたトピックス、2件

のM&A並びに自己株式取得、次期中期経営計画 サステナV（バリュー
）の基本方針について説明いたします。
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• それでは、2023年3月期 第2四半期決算の概要について説明いたしま
す。
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• 冒頭に、エグゼクティブサマリーを説明いたします。

• 業績のポイントといたしまして、売上高は、電子・デバイスセグメン
トの好調により前年同期比で増加しております。利益は、販売費及び
一般管理費の増加により前年同期比を下回り、増収減益の決算となり
ました。

• 2023年3月期の業績予想につきましては、進捗率がやや低いものの想
定内であり、修正はございません。

• 2023年3月期の配当予想につきましても、修正はなく、 期末配当70
円、年間140円の配当を予想しております。
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• 連結損益計算書について説明いたします。

• 当第２四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、前年同
期比2.8％増加の38,817百万円、営業利益は、前年同期比30.5％減少
の596百万円、経常利益は、前年同期比27.9％減少の694百万円、
親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期比26.4％減少の509
百万円となりました。

• 売上高は、前年同期比で増収となったものの、販売費及び一般管理費
の増加により営業利益は減益となりました。
販売費及び一般管理費の増加の主な要因は、適合計画書で約定した持
続的成長企業への転換を狙ったM&A実施に付随する費用、業務の標準
化・効率化及び内部統制強化を狙った基幹システム入れ替えに付随す
る費用、コロナ禍からの営業活動の再開による費用の増加によるもの
です。

• 通期予想に対する進捗率は、売上高で47.3％、営業利益で33.2％、
経常利益で36.6％、当期純利益で36.4％となっております。
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• こちらのグラフは売上高、営業利益の推移です。

• 2021年3月期は、新型コロナウイルス感染症の影響により減収減益と
なりました。

• 2022年3月期は、収益認識に関する会計基準を適用した影響により減
収増益とりました。

• 2023年3月期は、売上高82,000百万円、営業利益1,800百万円の増
収増益の業績予想としております。
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• 続いて、貸借対照表について説明いたします。

• 前連結会計年度末との比較において、総資産は4,992百万円増加いた
しました。主な要因は、売上高増加に伴う売掛金、買掛金の増加によ
るものです。

• 自己資本比率は、3.2ポイント減少の37.7％となりました。
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• 前連結会計年度末との比較における主な要因を説明いたします。

①流動資産は13.4％増加の40,160百万円となりました。主な要因は、
現金及び預金の減少、受取手形、売掛金及び契約資産、商品及び製品
の増加等によるものです。

②固定資産は2.6％増加の100億9百万円となりました。主な要因は、
投資その他の資産の投資有価証券の減少、有形固定資産の増加等によ
るものです。

③流動負債は22.0％増加の25,653百万円となりました。主な要因は、
電子記録債務の減少、支払手形及び買掛金の増加等によるものです。

④固定負債は1.6％減少の5,583百万円となりました。長期借入金の減
少等によるものです。

⑤純資産合計は2.5％増加の18,932百万円となりました。主な要因は、
配当金の支払による利益剰余金、その他有価証券評価差額金の減少、
親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金、為替換
算調整勘定の増加等によるものです。
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• 続いて、キャッシュ・フローについて説明いたします。

• 当第２四半期においては現金及び現金同等物は、6,144百万円とな
り、期首残高と比べ1,157百万円の減少となりました。

• 営業活動における資金の減少は、487百万円となりました。主な要
因は、税金等調整前四半期純利益の計上、仕入債務の増加により増
加した一方で、売上債権の増加により減少したこと等によるもので
す。

• 投資活動における資金の減少は、300百万円となりました。主な要
因は、有形固定資産の取得、無形固定資産の取得により減少したこ
と等によるものです。

• 財務活動における資金の減少は、556百万円となりました。主な要
因は、配当の支払、長期借入金の返済により減少したこと等による
ものです。
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• 続きまして、セグメントごとの実績について説明いたします。
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• 当第2四半期のセグメント別売上高構成比は、建材セグメント56.0%、
産業資材セグメント22.1%、電子・デバイスセグメント21.7%となっ
ております。

• 各セグメントの主な事業内容はご覧の通りです。
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• 次に、セグメント別概況の説明に移ります。

• まずは、建材セグメントの概況について説明いたします。

• 建材セグメント全体の売上高は、前年同期比0.7％減少の21,748百万
円、セグメント利益は、前年同期比72.5％減少の107百万円となりま
した。
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• 建材セグメントの主な要因について説明いたします。

• 建設資材関連分野は、地盤改良工事等において大型案件の受注の谷間
となったことで売上高は微減となりました。

• 太陽エネルギー関連分野は、太陽光パネル及び周辺機器の供給遅延の
影響を受け低調に推移しました。

• 断熱資材関連分野、住宅資材関連分野は、概ね堅調に推移しました。

• 業績拡大に向けた営業活動の増加、システム投資の増加により販売費
及び一般管理費が増加し、減収減益となりました。

13



• 続いて、産業資材セグメントの概況について説明いたします。

• 産業資材セグメント全体の売上高は、前年同期比5.7％減少の8,561
百万円、セグメント利益は、前年同期比87.8％減少の9百万円となり
ました。
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• 産業資材セグメントの主な要因について説明いたします。

• 樹脂関連分野においては、半導体不足の影響による自動車市場の影響
を受けたものの売上高は微増となりました。

• 繊維関連分野においては、値上げの影響による市場の停滞、需要減で
低調に推移しました。

• 業績拡大に向けた営業活動の増加、システム投資の増加により販売費
及び一般管理費が増加し、減収減益となりました。
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• 続いて、電子・デバイスセグメントの概況について説明いたします。

• 電子・デバイスセグメント全体の売上高は、前年同期比26.0％増加の
8,410百万円、セグメント利益は、前年同期比26.5％増加の423百万
円となりました。
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• 電子・デバイスセグメントの主な要因について説明いたします。

• 電子機器関連分野においては、主力市場である民生電子機器市場、白
物家電市場共に前年比において減速しているものの、新規受注拡大を
実現し、増収増益となりました。

• 香港を中心とする電子部品販売において、主力顧客、準主力顧客から
の受注が堅調に推移しております。

• タイを中心とする受託生産事業において新規受注獲得が好調に推移し
たことが増収増益に貢献しております。

• なお、ドル高円安の影響により、円ベースでみると売上・利益ともに
換算による上振れが生じております。
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• 賃貸不動産セグメントの主な要因について説明いたします。

• 前期から保有不動産に変動はなく、売上高、セグメント利益ともに横
ばいとなりました。

• この結果、賃貸不動産セグメント全体の売上高は、前年同期比1.1％
増加の97百万円、セグメント利益は、前年同期比4.2％増加の56百万
円となりました。
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• セグメント別業績の概要は、ご覧の表の通りとなっております。
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• 続きまして、2023年3月期の連結業績予想について説明いたします。
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• 2023年3月期通期連結業績予想につきましては、5月に公表しました
内容に修正はございません。
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• 2023年3月期 セグメント別連結業績予想につきましても、5月に公
表しました内容に修正はございません。
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• 株主還元について説明いたします。
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• 株主還元策につきましても、総還元性向50％を目標とする基本方針に
基づき、5月に公表しました内容に修正はございません。

• 年間配当は140円を予想しております。うち、70円の中間配当を行う
こと、及び1億円を上限とする自己株式取得の実施について、11月14
日に開示いたしました。

• それでは続きまして、代表取締役社長 社長執行役員の高島より、直
近のトピックス及び次期中期経営計画の基本方針について説明いたし
ます。
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• 代表取締役社長 社長執行役員の高島です。

• 直近のトピックス及び次期中期経営計画の基本方針について説明いた
します。
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• 11月14日に、2件のM&A及び1億円規模の自己株式取得の実施を開示
いたしました。

• M&Aの1社は、太陽光発電システムならびにV2H(ビークルツゥーホー
ム)工事施工などを全国で手掛ける新エネルギー流通システム株式会社
、
もう1社は、長野県を中心にゴミ袋などの衛生用品、防災用品を手掛
けている株式会社 信防エディックスです。

• 新エネルギー流通システムをグループ会社化することにより、工事施
工も含めた提案が可能となり、当社の機能が強化され、販売を強化す
る狙いです。

• 信防エディックスは、当社で今後強化していく予定である防災用品に
ついて、行政ニーズに対応するシナジー効果を見込んでおります。

• また、自己株式取得につきましては、取得する株式の総数70,000株、
取得価額の総額100百万円を上限としております。
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取得期間は、11月15日から2023年3月31日となっております
。
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• 11月14日に公表いたしました次期 中期経営計画 基本方針です。
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• 現 中期経営計画サステナX（クロス）の進捗、
適合計画書の要諦と次期 中期経営計画の考え方を説明したのち、
次期 中期経営計画サステナV（バリュー）の説明をいたします。
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• まず、中期経営計画サステナX（クロス）の進捗です。

• 期間は2021年3月期から2023年3月期の3か年で、当期はその最終年
度です。
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• サステナX（クロス）の基本戦略です。

• 基本戦略は、サステナ社会（持続的発展が可能な社会）の構築に貢献
するために、省エネ化、軽量化、省力化分野のソリューション提供に
特化・集中し、専門機能を向上させることです。
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• 現在の市場環境の認識について説明いたします。

• マクロ環境として、高島グループは下の３つに着目しております。
①世界エネルギー市場の拡大、燃料高騰などのエネルギーセキュリテ
ィー
②CO2排出抑制などの気候変動・カーボンニュートラルの潮流
③ICを中心とした半導体市場の拡大などの半導体・パワーエレクトロ
ニクス
これらの環境を背景に、様々な課題があると認識しております。

• その中で、エネルギー分野、運輸分野、産業ものづくり分野、民生分
野において、再生エネルギーやゼロエミッション関連技術の普及が進
んでおり、これらに注目して事業を展開しております。
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• 市場機会及び成長トピックスです。

• ZEB(ゼロエネルギービルディング)、ZEH(ゼロエネルギーハウス)の
普及における市場機会に対して、創エネ、省エネ、蓄エネ、EVにお
ける市場機会に対して、EV充電器、V2H(家と車)、自動車部品・物
流資材、半導体・パワーエレクトロニクスの市場機会に対して、
ASEAN調達、基板実装における成長トピックスに仕込みを行い、刈
り取りを加速させております。

32



• サステナX（クロス）の進捗です。

• 中期経営計画の2023年3月期の当期純利益計画13億円に対して、
2022年3月期の実績は12.9億円となり、1年前倒しで計画をほぼ達
成いたしました。

• 各事業が成長ドライバーを意識した事業展開を推進してまいりまし
た。
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• 次に、適合計画書の要諦と次期中期経営計画の考え方を説明いたしま
す。
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• 適合計画書 定量計画の進捗です。

• 適合計画書において、未達であった流通株式 時価総額、売買代金の基
準達成に向け、５つの取り組み基本方針を定め、活動してまいりまし
た。その結果、売買代金は2022年3月末時点で基準を達成し、流通株
式 時価総額は2022年9月末時点でも未達成となっております。

• 適合計画書にて設定した経営指標の目標数値は、次期 中期経営計画
サステナV（バリュー）においてアップデートしておりますので、 後
ほど説明いたします。
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• 適合計画書における取組基本方針です。

• 基本方針は、資本配分方針、投資リターンを伴う持続的な利益成長、
株主還元策の充実、IR体制の確立、コーポレート ガバナンス・コー
ドへの対応といたしました。

• 次期中期経営計画は、これら５つの取組基本方針を柱としつつ、成長
投資先など成長戦略を明示しています。
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• 次期 中期経営計画 サステナV（バリュー）を説明いたします。

• 期間は、2024年3月期から2026年3月期の3ヵ年です。
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• サステナV（バリュー）の目指す姿です。

• サステナV（バリュー）は「カーボンニュートラル社会の実現」に向
けて変化する、市場の成長機会を捉えた戦略組み立て（価値創造）に
より、サステナ社会への適応と持続的成長を同時実現することを目指
します。
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• サステナV（バリュー）の基本方針です。

• 基本方針は、利益成長と資本生産性向上を実現し、企業価値を向上さ
せることです。

• 利益成長では、収益性の向上、トップラインの成長のための施策を実
施し、人財投資も積極的に行っていきます。

• 資本生産性向上では、投資枠100億円超の事業投資・設備投資を行い
ます。

• 株主還元では、配当性向を40％以上、自己株式取得等の施策を含め総
還元性向を50％としています。
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• サステナV（バリュー）の経営指標及び財務方針です。

• 戦略領域を明確にし、成長投資すべき領域を決定しました。

• 投資原資につきましては、営業キャッシュ・フロー、有利子負債など
の外部資金、政策保有株式売却キャッシュ・フローを活用し、成長投
資枠を、適合計画書にて設定した70億円から100億円超としておりま
す。

• これにより、2026年3月期の連結売上高は1,000億円、営業利益は23
億円を目指します。

• 経営指標は、2026年3月期において以下のように設定しております。
当期純利益は、適合計画書で当初計画していた15億円を17億円に上
方修正しております。ROEは8％以上、ROICは6％以上としておりま
す。
株主還元策として、総還元性向を50％としております。
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• サステナV（バリュー）の戦略領域です。

• 事業ポートフォリオとして、縦軸に売上成長率・ポテンシャルを置
き、横軸に収益性・営業利益を置いております。

• 市場の成長機会を踏まえた成長性と付加価値を提供していくことに
よる収益性の向上を目論み、右上の基盤拡大注力事業と左上の将来
投資事を、戦略領域と設定しました。

• 基盤拡大注力事業は、市場機会があり自社の強みと成長投資により
積極的に拡大を狙う領域となります。

• 将来投資事業は、中長期の市場機会があり、将来の基盤事業に育成
すべく成長投資により確立を狙う領域となります。

• この戦略領域に、経営資源を投入してまいります。
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• サステナV（バリュー）の成長戦略です。

• 2026年3月期（FY25）の建材セグメントの売上高は600億円を計画
しています。

• まず、基盤拡大注力事業について説明いたします。

• 非住宅の市場において、EC市場成長を背景に拡大する大型物流倉庫
等の需要拡大に着目しております。

• そのため、従来から注力してまいりました耐火・断熱・耐震等の機
能建材、施工現場の省力工法を、複合的機能を組み合わせて顧客に
提案、需要を取り込んでまいります。

• 住宅市場においては、現状の太陽光創蓄システム、住宅断熱パネル
の拡大に加えて、災害時の停電対策やZEH需要取り込みに注力して
いきます。

• 具体的には、住宅断熱パネル、太陽光パネルなどの注力商材と、加
工・物流・工事施工の機能を活かし、災害対策･住宅高性能化の需要
に対応していきます。
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• 次に、建材セグメントの将来投資事業について説明いたします。

• 非住宅市場においては、これまでの産業用太陽光パネル販売に加え
て、BCP対策や電力コスト抑制のための自家消費需要の取り込みに
着目しています。

• 工場・事業所などへのアプローチとともに、自治体に対しても、提
携先チャネルを活用するなどし、提案を行っていきます。

• 住宅市場においては、EV市場の成長に伴い、拡大するEV関連商材の
需要取り込みに着目しています。

• 現状のV2Hシステム販売に加え、提携先チャネルの活用とともに、
工事施工の機能も合わせて提案し、拡大させていきます。

• 11/14に開示いたしました、全国工事網をもつ、新エネルギー流通
システムのM&Aは、太陽光パネルの工事において、工事施工機能の
組み合わせ提案に寄与するものと考えております。
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• 2026年3月期（FY25）の産業資材セグメントの売上高は200億円を
計画しています。

• 基盤拡大注力事業について説明いたします。

• 自動車関連においては、EV市場の成長に伴い、拡大するEV関連の物
流資材需要の拡大に着目しています。現状の中日本営業拠点等を通じ
たEV関連物流資材の販売拡大を中心に、設計機能、加工機能を武器と
した自動車部品メーカーへの直接販売の拡大、加工拠点への設備投資
やM&A等により、拡大するEV関連物流資材の需要への対応に注力し
ていきます。

• 繊維・樹脂加工品においては、現状の繊維・樹脂領域において、メー
カー系グループ会社の成長、機能活用をすることにより、メーカー化
を推進していきます。自社製品のシェア拡大と新製品開発とともに、
耐火、物流、医療などの市場プレゼンスのある領域周辺での拡大を図
っていきます。

• 11/14に開示いたしました、信防エディックスのM&Aは、防災関連商
材の拡大に寄与するものであり、シナジー創出に注力していきます。
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• 2026年3月期（FY25）の電子・デバイスセグメントの売上高は200
億円を計画しています。

• まず、基盤拡大注力事業について説明いたします。

• 部品販売において、従来、日系家電メーカーの海外進出に合わせる形
で中国、チャイナ プラス ワンとして東南アジアに進出してまいりま
した。そこでは、日系家電メーカーの求める品質を、価格競争力のあ
る海外電子部品メーカーの製品にて満たし、調達供給してまいりまし
た。グローバルでの家電市場の成長を背景に、機能を前面に出した営
業展開で日系メーカー・非日系メーカーの顧客層を拡大を行いつつ、
長期的には、車載機器・産業機器分野での商圏獲得を目指してまいり
ます。

• 次に、将来投資事業です。

• 現在、顧客要望に沿う形で、タイ・ベトナムに工場を設立し、受託生
産を展開しております。現状の自社タイ工場、ベトナム工場での受託
生産を行いつつ、タイ新工場、ベトナム工場ラインへの投資で生産体
制を拡大、確立し、売上の拡大とともに、最新設備と高度な技術の融
合を図っていきます。
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• サステナV（バリュー）における投資戦略です。

• これまでに、2件のM&Aで約20億円の投資を実施し、当期末までに
37億円の投資を予定しております。

• 次期 中期経営計画サステナV（バリュー）では、3年間で65億円以
上の投資を予定しております。

• 適合計画で定めた戦略的投資枠の進捗状況を鑑み、投資枠を計100
億円超へ拡大し、戦略領域における投資や人財投資を実行していき
ます。
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• 以上、直近のトピックス、ならびに次期中期経営計画の基本方針につ
いて説明いたしました。

• ご清聴ありがとうございました。
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